
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

不要 　
事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

法令に基づき、適正な事務執行に努めている。

評
価
結
果

5

4,200,000

1,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%
00

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

100

計画
260

26年度
当初予算額

25年度

0

市民協働の状況

実績
298

計画指　標　名

協働になじまない

26年度

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

効  率  性

Ｂ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ

4,200,000

２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 高い

実施主体の適正化

1,100

5

-9.1%

1,000

4,200,000

-9.1%

１ 妥当である
１ 妥当である

-9.1%

＜事業内容＞
　臨時運行の許可を受けようとする者に審査の上、許可証を発行し、臨時運行許可番号標を貸与する。

＜改善内容＞
　申請用紙を自前で作成し、印刷製本費を節約した。

4,620,000

4,620,000

Ａ ３ 妥当でない
２ 検討の余地あり

１ 妥当である

３ 妥当でない

⑤その他
支出合計（Ａ） 0

単位

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

成
果
指
標

支
出
内
訳

許可システム稼働率

③工事請負費

項

実績
287

計画
250

100

24年度

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

②県支出金

④負担金補助及び交付金

①事務事業に携わる正規職員数

２
事
業
概
要

事 業 概 要
臨時運行の許可を受けようとする者に審査の上、許可証を発行し、臨時運行許可番号を貸与する。
（道路運送車両法第34条第２項、「魚津市自動車の臨時運行許可に関する取扱規則）

対　   　象

意       図
（成果指標）

自動車の運行に関し、道路運送法のすべての用件を満たすことが合理的でない場合、特例的に便宜を図る。

臨時運行の許可を受けようとする者に審査の上、許可証を発行し、臨時運行許可番号を貸与する。

臨時運行の許可を受けようとする者。

手       段
（活動指標）

予算なし予
算
科
目

100 100

当面継続

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

16　快適な道路機能の強化

単位 24年度

114.6%

100.0%100

16-３　道路維持管理体制の強化

３
指
標

25年度

260

0 0 0

達成率
活
動
指
標

決算額予算現額

許可書発行、許可番号標貸与者

決算増減率予算現額 決算額

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

ソフト事業

終了年度開始年度

目

係　   　名

電 話 番 号

会　   　計

款

市民課臨時運行許可事務

なし

法定受託事務

市民係

0765-23‐1003

担
当
部
署

課       名

平成８年

１
基
本
項
目

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

対象の妥当性

２ 普通

２ 検討の余地あり
２ 目標どおり目標達成度

類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率

000
5

1,000

4,200,000

5

4,200,000

4,200,000

1,100

4,620,000

5

4,620,000

３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

３ あり
３ 低い
３ 低い

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 路線
② 路線
③ 路線
① 路線
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　適正な道路管理を行っていくうえで現況を適切に把握した台帳
の整備・保管は重要なことであり、今後も事務事業の改善による
事業費の削減に努めること。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ ありＢ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない

新規道路追加路線を６件追加した。
道路台帳の付図の作成では、工事で使用したものを活用することで測量経費の削減が図れた。

150.0% 588,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 8,979,000 7,959,000 8,964,000 8,227,800 3.4% 11,849,000

人
件
費

-33.3% 3

②年間所要時間 200 200 140

588,000 2,100,000

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

11,243,000
収入合計 8,139,000 7,119,000 8,376,000

500 150.0% 140

3 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000 840,000

6,127,800 -13.9% 11,261,000
⑤一般財源

18,00023,200 45.0%
-14.1%

④その他（使用料、雑入等） 16,000 16,000 16,000
8,123,000 7,103,000 8,360,000 6,104,600

②県支出金

-13.9% 11,261,000
2,261,0001,050,000

6,127,800

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

④負担金補助及び交付金

7,119,000
⑤その他 1,190,000 2,400,000

②委託料 5,929,000 5,077,800

支出合計（Ａ） 8,139,000 8,376,000

5,976,000

1,190,000

25年度

5,929,000

-11.8%

決算増減率 当初予算額

9,000,000-14.4%

0

99.6% 1,255

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 1,020,000
予算現額

③工事請負費

予算現額決算額
26年度

決算額

成
果
指
標

道路台帳整備済市道路線数 1,252 1,245 1,256

4
道路台帳変更路線数 30 41 30 50 166.7% 30

4 6 150.0%

0

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

新規道路台帳追加路線数 4 0
計画

1,251

道路台帳削除路線 0 0 0

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路法の規定に基づき、魚津市の管理する道路の種類や路線名、道路区域の境界線、路面種類など記載した台帳や
図面を作成する業務である。

対　   　象 市道、道路台帳

手       段
（活動指標）

実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路台帳や図面を作成することで、市道の現状を的確に把握できる。

25年度 26年度
計画 実績

業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

新規認定路線や拡幅・舗装等による改良路線を調査や測量、電算処理を行い道路台帳や図面を作成する業務。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路橋りょう総務費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 土木費

市民協働の状況 協働になじまない

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路台帳整備事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和34年度頃 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

款

事  業  区　分

項 道路橋りょう費

2.道路台帳整備事業 係　   　名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
② 円
③ 円
① 本
② 本
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

街路灯、街路樹の維持管理について、道路台帳に履歴を記録する
など総合的な管理ができないか検討が必要である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ ありＢ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない

○故障した街路灯の修繕
○街路灯に係る電気料の支払い
○街路樹の剪定

0.0% 12,432,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 22,672,000 22,280,949 22,672,000 22,547,438 1.2% 26,125,000

人
件
費

0.0% 11

②年間所要時間 2,960 2,960 2,960

12,432,000 12,432,000

①事務事業に携わる正規職員数 11 11

13,693,000
収入合計 10,240,000 9,848,949 10,240,000

2,960 0.0% 2,960

11 11

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 12,432,000 12,432,000

2.7% 13,693,000
⑤一般財源

0
0

2.7%

③地方債

10,115,438

0
②県支出金 0

④その他（使用料、雑入等）
10,240,000 9,848,949 10,240,000

⑤その他 863,000 935,0006,315,000

財
源
内
訳

①国庫支出金
13,693,000

0

決算増減率 当初予算額

2,905,000

4,028,000
0

2,905,000

2.7%
925,416 7.2%

10,115,43810,240,000 9,848,949 10,240,000
４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

決算額

2,902,860 8.8%2,905,000
-0.5%6,287,162

予算現額 決算額 予算現額
6,400,000

③工事請負費

①需用費 1,020,000

④負担金補助及び交付金

10,115,438

支出合計（Ａ）

②委託料 2,669,130

成
果
指
標

稼働している街路灯本数 289 289

2,300,000

100.0% 289
106.9% 303

100.0%街路樹剪定業務委託料 2,300,000

6,316,819 6,760,000

26年度25年度

287 303

60.7%

2,299,500

324
289 289

2,016,000

1,110,000
街路灯の電気料 5,160,000 5,404,432 5,400,000 5,613,628 104.0% 5,760,000

1,110,000 673,534

2,300,000

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

街路灯の修繕費用 666,000 912,387
計画

剪定街路樹の本数 287

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市道上の街路灯、街路樹等の維持管理

対　   　象 街路灯、街路樹

手       段
（活動指標）

実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路利用者に対し、安全で快適な環境を整備する。

25年度 26年度
計画 実績

業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

街路灯の維持修繕、街路樹の剪定業務

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路維持費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 土木費

市民協働の状況 協働になじまない

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路維持一般管理事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 平成以前 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

款

事  業  区　分

項 道路橋りょう費

道路維持一般管理事業 係　   　名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 業者
② 円
③ 円
① km
② 地区
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

　　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公共施設の除雪については、本来土木災害応急措置事業の範疇に
入らないことから、当該公共施設に係る事務事業で対応できない
か検討が必要。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ ありＢ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない

○リース除雪機械の賃貸借期間の見直し
　・12/15～翌年3/14までとしていた期間を、近年の降雪状況を鑑み、12/5～翌年3/4までに変更
　・３月上旬まで降雪が見込まれたため、3/14まで期間を延長
○魚津市消雪施設維持管理補助金交付要綱の制定に伴う補助金申請
　・申請書の内容の見直し、道路占用許可申請書（写し）添付の義務付け
○魚津市ＮＰＯ等除排雪活動推進モデル事業
　・高齢者世帯等の屋根雪下ろしを行っている新川森林組合が購入した小型除雪機費用の2/3を補助

0.0% 23,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 293,141,636 216,279,123 179,089,000 147,273,239 -31.9% 155,331,000

人
件
費

0.0% 11

②年間所要時間 5,500 5,500 5,500

23,100,000 23,100,000

①事務事業に携わる正規職員数 11 11

87,825,000
収入合計 270,041,636 193,179,123 155,989,000

5,500 0.0% 5,500

11 11

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 23,100,000 23,100,000

-35.7% 132,231,000
⑤一般財源

0
101,000114,486 -8.8%

-39.2%

15,776,179

③地方債

108,109,574

10.8% 44,305,000
②県支出金 1,033,000 990,000 1,033,000 173,000 -82.5% 0

④その他（使用料、雑入等） 101,000 125,523 101,000
261,507,636 177,824,269 135,255,000

⑤その他 23,526,440 23,697,60047,817,010

14,239,331
財
源
内
訳

①国庫支出金 7,400,000 19,600,000
132,231,000

256.6% 1,500,000

決算増減率 当初予算額

84,860,000

24,481,000
3,290,000

214,390,626

-35.7%
20,416,940 -13.2%

7.4%

124,173,239

3,314,000 2,961,668 3,519,400
7,664,722
3,179,755

270,041,636 193,179,123 155,989,000
４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

決算額

75,075,244 -46.5%99,971,620
-26.7%17,836,578

予算現額 決算額 予算現額
21,100,000

③工事請負費 3,500,000 2,149,350 7,700,380

①需用費 1,020,000

④負担金補助及び交付金

124,173,239

支出合計（Ａ）

②委託料 140,204,348

成
果
指
標

除雪路線延長 244 244

1,750,000

100.0% 250
97.1% 35

94.2%消雪施設維持管理費事業補助金 1,700,000

24,337,317 18,100,000

26年度25年度

33 34

100.0%

1,601,400

33
248 248

1,641,100

50
除排雪業務委託料（機械管理費含む） 213,260,000 133,635,984 99,420,000 65,385,944 65.8% 77,790,000

50 50

1,700,000

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

除排雪業務を委託している業者数 51 51
計画

地域の消雪施設を管理している地区数 34

２
事
業
概
要

事 業 概 要 降雪に対する生活道路の安全確保、快適な暮らしやすい街づくりのための除雪計画立案・実施

対　   　象 市道（除雪路線）

手       段
（活動指標）

実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

降雪時に迅速かつ的確に除排雪を行い、生活道路の安全を確保する。

25年度 26年度
計画 実績

業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

降雪時において除排雪を適切に実施する。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 災害応急措置費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 諸支出金

市民協働の状況 協働している

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 土木災害応急措置事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

款

事  業  区　分

項 災害応急措置費

土木災害応急措置事業 係　   　名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 路線
② 件
③ 件
① ％
② ％
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　引き続き手続きの定型化による効率的な事務事業の執行に努め
ること。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ ありＢ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない

市道認定事務などの作業の定型化に努めた。
また、道路台帳管理システムの導入によって、議案に添付する図面の作成を容易にした。

100.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 420,000 420,000 420,000 840,000 100.0% 420,000

人
件
費

-50.0% 3

②年間所要時間 100 100 100

420,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 2 2
収入合計 0 0 0

200 100.0% 100

3 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000 420,000

0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

00

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

④負担金補助及び交付金

0
⑤その他

②委託料

支出合計（Ａ） 0 0

25年度
決算増減率 当初予算額

40

125.0% 0
141.1% 3
141.1%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
予算現額

③工事請負費

3

予算現額決算額

35

26年度
決算額

140.0%
成
果
指
標

認定・廃止路線の全市道に対する割合 0 0

供用開始公示件数の全市道に対する割合 3 3

0

5
区域決定・変更公示件数 40 41 40 56 140.0% 40

5 6 120.0%

56

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

認定・廃止路線数 5 0
計画

1
区域決定公示件数の全市道に対する割合 3 3 3

供用開始公示件数 40 41 40

5

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市が新設した道路や開発行為で作られた道路を市道として認定を行う事業。

対　   　象 道路法によらない道路・道路法による道路

手       段
（活動指標）

実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路について市道の認定や変更、廃止を行うことで市有財産の区分を明確にし、適切な管理を行うことができる。

25年度 26年度
計画 実績

業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

①道路法の規定に基づき市道路線の認定、変更議案を議会へ提出する。②議決があった場合は路線認定などの告示する。③道路
法に基づき道路の区域の決定や変更、供用の開始の公示を行う。④寄付・帰属・開発行為による引継ぎ作業。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

市民協働の状況 協働になじまない

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道認定事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和27年度 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③ 千円
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　申請を受けての事務であり一律に事務量を削減することは出来
ないが、占用物件データの電子化等による占用更新事務の効率化
に努めること。また、適切な占用料、減免のあり方についても引
続き調査・検討を行うこと。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ ありＢ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない

　道路法による申請に対して許可書を433件発行した。
　占用申請、道路法24条などのデータ管理をエクセルで行っていたが、運用面で不安を抱えていたが、平成25年11月に専用のデータ
ベースを導入して安定で正確な管理体制を構築した。

-15.2% 5,250,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,250,000 5,250,000 5,250,000 4,452,000 -15.2% 5,250,000

人
件
費

-75.0% 12

②年間所要時間 1,250 1,250 1,250

5,250,000 4,452,000

①事務事業に携わる正規職員数 12 12
収入合計 0 0 0

1,060 -15.2% 1,250

12 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,250,000 5,250,000

0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

00

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

④負担金補助及び交付金

0
⑤その他

②委託料

支出合計（Ａ） 0 0

25年度
決算増減率 当初予算額

15,000

100.0% 100
100.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
予算現額

③工事請負費

予算現額決算額
26年度

決算額

103.1%
成
果
指
標

（許可件数＋不許可件数）／申請件数 100 100 100

321
不許可件数 0

321 433 134.9%

15,472

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

許可件数 321 426
計画

100
占用料収納率 100 100 100

占用料収納額 15,000 15,109 15,000

100

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路法、魚津市道路占用規則に基づき、申請書類を審査し、許可書を発行する。加えて、道路占用では、道路での
工作物や施設（上下水道管などの公共埋設物、電柱・電線などの電気施設、ガス管）の占用について、魚津市道路占
用料条例に基づき、許可書を発行した者に対して占用料の賦課や徴収、減免を行う。

対　   　象 ①市道、道路占用申請、道路占用料②市道、道路法第24条申請③市道、通行制限申請④市道、許可申請

手       段
（活動指標）

実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

　申請書により道路内の構造物を把握することで、適正な道路管理を行うことができる。また、道路管理者が、市道で行ってい
る管理者以外の工事を適切に管理することで、道路構造物に由来する交通の危険を未然に防止することができる。

25年度 26年度
計画 実績

業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

①申請書の受け付け、現地確認、警察との協議、許可書の発行、占用料の賦課・徴収・減免②協議書などの受付け、現地確認、
回答書などの発行③申請書の受け付け、現地確認、消防署等への通知、市ホームページ上での周知

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

市民協働の状況 協働になじまない

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路法に関する事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和27年度頃 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② ㎡
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道等用地借上事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 1.道路維持一般管理費 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路維持費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市道借上地について、毎年度算定基準により借上料の支払いを行う。
市道内にある借上げ道路敷地を買収する。
借上地の境界等を特定させ、より正確な算定根拠による支払いを目指す。

対　   　象 地権者、市道借上地

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

適正な借上料の算定と支払いを行う。借上地の買収を行う。

意       図
（成果指標）

借上地を正確に把握し、適正な借上料を支払う。借上地を買収し、減少させる。

活
動
指
標

借上料支払件数 87 89 87 89 102.3% 87
借上地買収面積 200 0 200 178 89.0% 200

20借上地買収総面積／H12借上地総面積 18.00 17.00 19.00 17.00 89.5%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

407,000
支出合計（Ａ） 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0% 407,000
⑤その他 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
407,000

収入合計 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0% 407,000
⑤一般財源 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0%

0.0% 2

②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

0.0% 827,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

借上料の支払いを行った。178㎡の借上地の寄付を受けた。

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 827,000 826,526 827,000 826,526

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

借地状態となっている個人名義の権利を取得し、公道としての永
続性を担保するために、今後も継続して借上げ状態の解消に努め
ていく。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路防災点検(のり面)事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　平成８年度に実施した道路防災点検の調査箇所の再調査ならびに平成８年度点検以降に道路災害の発生した箇所及
び災害の兆候が認められる箇所の点検及び調査を実施するものである。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

点検対象項目に従って点検箇所の安定度調査を実施し、対策工の提案ならびに防災カルテの作成。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

活
動
指
標

事業執行額（累計） 3,942,000 0 0.0% 3,942,000

100事業進捗率（累計） 100 0 0.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 3,942,000 0

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 3,942,000 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 2,168,100 0

③地方債 1,590,000
②県支出金

0
④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 3,942,000 0 0
⑤一般財源 183,900 0

3

②年間所要時間 160 160 160

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

672,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

0 672,000 672,000 672,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 4,614,000 672,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 路面陥没危険箇所調査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路の路面下の空洞に起因した陥没による第三者被害を防止する観点から、路面下に発生した空洞を発見し、陥没
の予防措置を講じる。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

測定車による調査に加え、過去に陥没や空洞が発生した箇所と同様の条件の路線や地下埋設物が存在する路線を対象
に調査する。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

活
動
指
標

事業執行額（累計） 5,000,000

100事業進捗率（累計）

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 5,000,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 5,000,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

2,750,000
②県支出金

2,020,000
④その他（使用料、雑入等）

230,000
収入合計 0 0 0 0 5,000,000
⑤一般財源

3

②年間所要時間 160 160 160

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

5,672,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

0 672,000 672,000 672,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 672,000 672,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道魚津駅友道線他舗装修繕事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

平成28年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　路面性状調査の結果に伴い舗装修繕箇所を抽出し、路面の維持管理のため舗装修繕工事を行う。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

舗装修繕工事。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

活
動
指
標

事業執行額（累計） 143,044,650 143,044,650 100.0% 82,431,000

100事業進捗率（累計） 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

82,431,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 143,044,650 143,044,650

支出合計（Ａ） 0 0 143,044,650 143,044,650 82,431,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 78,674,557 78,674,557

③地方債 62,300,000

11,000,000
②県支出金

62,300,000 8,100,000
④その他（使用料、雑入等）

900,000
収入合計 0 0 143,044,650 143,044,650 20,000,000
⑤一般財源 2,070,093 2,070,093

3

②年間所要時間 600 600 600

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

84,951,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

舗装の老朽化を判断するため路面性状調査を実施し、老朽化した舗装を打ち換える工事を実施した。

0 2,520,000 2,520,000 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 145,564,650 145,564,650

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

路面性状調査の結果に基づき、計画的に舗装修繕をする必要があ
る。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 路面性状調査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　幹線道路を主として路面の状態を把握し、修繕の候補箇所を抽出すること、舗装に係る維持管理を効率的に行うた
めに必要な情報を得ることを目的に点検を実施。併せて第三者被害を防止する観点から、ポットホールへの穴埋め等
応急的な措置を行う。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

路面性状測定車等によるひび割れ、わだち掘れ、縦断凹凸を評価し、併せて路面状況について写真による記録を行
う。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

活
動
指
標

事業執行額（累計） 2,000,000 1,837,500 91.9% 4,000,000

100事業進捗率（累計） 50 46 92.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 2,000,000 1,837,500 2,000,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 2,000,000 1,837,500 2,000,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

1,100,000
②県支出金

810,000
④その他（使用料、雑入等）

90,000
収入合計 0 0 2,000,000 1,837,500 2,000,000
⑤一般財源 2,000,000 1,837,500

3

②年間所要時間 340 340 340

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

3,428,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

市道住吉吉野線外64路線の路面性状測定車による路面性状調査を実施。

0 1,428,000 1,428,000 1,428,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 3,428,000 3,265,500

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

今後も、定期的に路面性状調査を実施し、舗装の老朽化を把握す
る。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路付属物等点検事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路照明施設等の道路付属物について、落下や倒壊による第三者被害を防止する観点から、施設の健全性の点検を
行い、修繕等を計画的に進めることにより、安全な交通の確保を目的とする。

対　   　象 市道の利用者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

施設の健全性の点検を行うとともに、あわせてナットの締直し等の応急措置を行う

意       図
（成果指標）

施設の修繕を計画的に進める

活
動
指
標

事業執行額（累計） 14,000,000 8,002,850 57.2%

進捗率（累計） 100 57.2 57.2%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 13,022,850 8,002,850

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 13,022,850 8,002,850 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 3,861,000 1,100,000

③地方債 0 0 2,840,000
②県支出金

810,000
④その他（使用料、雑入等） 90,000

収入合計 0 0 13,022,850 8,002,850 0
⑤一般財源 0 0 6,321,850 6,002,850

②年間所要時間 340 340

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

施設の健全性の点検を行うとともに、あわせてナットの締直し等の応急措置を行い、施設の修繕を計画的に進める。

0 1,428,000 1,428,000 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 14,450,850 9,430,850

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

点検の結果をもとに今後は計画的に修繕を行っていく必要があ
る。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道維持補修事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年度以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 市道維持補修事業 係　   　名 維持管理係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２　道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ２　道路維持費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８　土木費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市民が安全かつ安心して通行できるよう市道を維持修繕し、健全な道路としての機能・環境を保全する。

対　   　象 市内の市道

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

道路構造物の維持補修を行う。

意       図
（成果指標）

補修実施率を向上させる。

活
動
指
標

要望・苦情を受けた数 240 252 160 286 178.8% 200

180対応し改善した数 204 234 132 258 195.5%

支
出
内
訳

①需用費 8,846,000 9,181,000 8,575,000 7,687,995 -16.3%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

8,900,000
②委託料 1,800,000 952,000 1,800,000 1,558,316 63.7% 2,300,000

決算額 決算増減率 当初予算額

26,000,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 25,000,000 27,500,000 26,000,000 25,373,502 -7.7%

1,755,000
支出合計（Ａ） 36,197,000 38,270,000 38,052,000 36,328,318 -5.1% 38,955,000
⑤その他 551,000 637,000 1,677,000 1,708,505 168.2%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 14,946,000 14,946,000 14,968,000 15,193,003 1.7% 14,855,000
24,220,000

収入合計 36,197,000 38,270,000 38,052,000 36,328,318 -5.1% 39,075,000
⑤一般財源 21,251,000 23,324,000 23,084,000 21,135,315 -9.4%

0.0% 11

②年間所要時間 5,020 5,020 4,000 4,920 -2.0% 4,000

①事務事業に携わる正規職員数 11 11 11 11

-4.0% 55,755,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

道路構造物の維持補修（道路面の陥没補修、側溝補修、通行に支障となる雑木等の除去）

市道維持補修（工事）38件　の実施

市道維持補修（修繕）39件　の実施

21,084,000 16,800,000 20,664,000 -2.0% 16,800,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 57,281,000 59,354,000 54,852,000 56,992,318

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 21,084,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　安全で快適な暮らしやすいまちを実現するには不可欠な事業であるため、安
全性を考慮した工法を採用しながらコスト縮減を図り、現状を維持していける
ように進めていく必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　


